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○基幹統計調査の承認 

 

基幹統計調査の名称 実 施 者 主 な 承 認 事 項 承認年月日

該 当 な し

 

 

 

  

 



○一般統計調査の承認

承認年月日 統計調査の名称 実施者

H21.11.9 全国家庭児童調査 厚 生 労 働 大 臣

H21.11.9 年金制度基礎調査（障害年金受給者実態調査） 厚 生 労 働 大 臣

H21.11.13 経済危機下における企業の取引実態調査 経 済 産 業 大 臣

H21.11.17 消費動向調査 内 閣 総 理 大 臣

H21.11.17 企業行動に関するアンケート調査 内 閣 総 理 大 臣

H21.11.19 集落営農実態調査 農 林 水 産 大 臣

H21.11.26 医薬品・医療機器産業実態調査 厚 生 労 働 大 臣
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（１）　新　規

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H21.11.2 若年者の雇用に係るヒアリング調査 東 京 都 知 事

H21.11.4 障害者雇用実態調査（アンケート） 東 京 都 知 事

H21.11.9 生物多様性についての市民アンケート 神 戸 市 長

H21.11.9
平成21年度緊急雇用創出事業 幕張新都心進出企業実態基礎
調査

千 葉 県 知 事

H21.11.10 京都市産業廃棄物実態調査 京 都 市 長

H21.11.10 地球温暖化問題に関するアンケート調査 香 川 県 知 事

H21.11.12 仕事と家庭の両立支援に関する雇用環境調査 愛 媛 県 知 事

H21.11.13
太陽電池関連企業の実態把握と活用可能性に関する調査（緊
急雇用創出事業）

愛 知 県 知 事

H21.11.16 出産・子育て期における男女労働実態調査（フォロー調査） 千 葉 県 知 事

H21.11.16 徳島県産業廃棄物実態調査 徳 島 県 知 事

H21.11.17 職業能力開発ニーズ調査 佐 賀 県 知 事

H21.11.25 職場における喫煙対策実施状況調査 栃 木 県 知 事

H21.11.25 公共交通利用実態調査 高 知 県 知 事

H21.11.25 千葉市産業廃棄物実態調査 千 葉 市 長

H21.11.27 障害者生活実態調査 神 戸 市 長

（２）　変　更

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H21.11.5 青森県ひとり親家庭等実態調査 青 森 県 知 事

H21.11.20 県民生活基本調査 岩 手 県 知 事

H21.11.27 広島県母子家庭等自立支援施策の需要調査 広 島 県 知 事

○届出統計調査の受理
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○基幹統計調査の承認 

【該当なし】 
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○一般統計調査の承認 

【調査名】 全国家庭児童調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１１月９日 

【実施機関】 厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課 

【目 的】 全国の家庭にいる児童及びその世帯の状況を調査し、児童福祉行政推進のた

めの基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－全国家庭児童調査調査票（保護者用） ２－全国家庭児童調査調査

票（児童用） 

【公 表】 厚生労働省ホームページ及び総務省ｅ－ｓｔａｔ（調査年翌年１１月） 

※ 

【調査票名】 １－全国家庭児童調査調査票（保護者用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）１８才未満の児童のいる世帯 （抽

出枠）国民生活基礎調査単位区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６００／１１，８１１，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）併用 （把握時）調査年の１２月１

日 （系統）厚生労働省－都道府県・指定都市・中核市－福祉事務所－調査

員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査票の配布：調査年の１１月中旬、調査

票の回収期限：調査年の１２月２６日 

【調査事項】 １．父母及び保護者の状況、子育てについての不安や悩み及びその相談相

手、１か月にかかる養育費等 

※ 

【調査票名】 ２－全国家庭児童調査調査票（児童用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）小学校５年生から１８歳未満の児

童 （抽出枠）国民生活基礎調査単位区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００／７，６３８，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）併用 （把握時）調査年の１２月１

日 （系統）厚生労働省－都道府県・指定都市・中核市－福祉事務所－調査

員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査票の配布：調査年の１１月中旬、調査

票の回収期限：調査年の１２月２６日 

【調査事項】 友達の状況、生活行動の経験の有無、不安や悩み等  
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【調査名】 年金制度基礎調査（障害年金受給者実態調査）（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１１月９日 

【実施機関】 厚生労働省年金局数理課 

【目 的】 国民年金及び厚生年金保険の障害年金受給者について、日常生活、就業状況、

世帯の状況等の実態を総合的に把握し、年金が受給者の生活の中でどのような役

割を果たしているかをとらえ、年金制度運営のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－障害年金受給者実態調査票 

【公 表】 概要：厚生労働省ホームページ、統計表：ｅ－ｓｔａｔ（調査年翌年の９月） 

※ 

【調査票名】 １－障害年金受給者実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）障害年金受給者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２３，０６２／１，８００，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査年の１２月１日現

在 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）調査票の配布：調査年の１１月下旬、調

査票の提出期限：調査年の１２月２８日 

【調査事項】 本人の状況（１．性別、２．年齢（生年月日）、３．障害者手帳の有無、

４．特別障害者手当の受給状況、５．日常生活の介助の状況、６．介護認定

の状況、７．日常生活の形態、８．治療・療養・介助の費用、９．就業状況、

１０．本人の収入の状況）、世帯の状況（１．世帯人員、２．世帯人員・子

の状況、３．世帯の生活費、４．生活保護の状況、５．主な収入の種類、６．

世帯の就業状況、７．世帯の収入の状況）  
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【調査名】 経済危機下における企業の取引実態調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１１月１３日 

【実施機関】 経済産業省中小企業庁事業環境部企画課調査室 

【目 的】 ２００８年９月のリーマンブラザース破綻後の世界的な経済危機の中、我が

国の経済は、輸出の急減等により深刻な景気後退に陥り、我が国の中小起業の業

況や雇用を巡る状況も急速に悪化した。こうした状況を踏まえて、政府は累次の

経済対策を講じてきたが、我が国の中小企業が置かれている状況は依然として厳

しい状況である。今後とも、政府が効果的な中小企業政策を適時適切に講じるた

めには、中小企業の実態を的確に把握していくことが必要である。こうした認識

の下、世界的な経済危機下における我が国の中小企業の企業間取引や金融機関と

の取引の変化及び中小企業対策の効果の把握等を目的として本調査を実施する。 

【沿 革】 本調査は、旧統計報告調整法（昭和２７年法律第１４８号）に基づく統計報

告の徴収として平成２年度より実施され、平成２０年度は「人材マネジメントに

関する実態調査」として実施している。 

【調査の構成】 １－経済危機下における企業の取引実態調査 調査票 

【公 表】 「２０１０年版中小企業白書」平成２２年４月下旬公表 

※ 

【調査票名】 １－経済危機下における企業の取引実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類（平成２１年総

務省告示第１７５号）に掲げる大分類「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、

「運輸業，郵便業」のうち「運輸業」、「卸売業，小売業」、「不動産業，物品

賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」のうち「専門・技術サービス

業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，

学習支援業」、「医療，福祉」、「サービス業（他に分類されないもの）」に属

する企業 （抽出枠）株式会社東京商工リサーチの保有するデータベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／４，１７０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１１月現在 

（系統）中小企業庁－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２１年１１月中旬～１２月上旬 

【調査事項】 １．企業の概要（所在地、直近決算、資本金、資産総額、創業年、売上高、

常時従業者数、業種、経営者の年齢、売上・利益等の把握、資金繰り・キャ

ッシュフローの把握、下請の有無、景況・資金繰りの状況、輸出入の有無、

輸出入取引額の変化）、２．販売先との関係、３．仕入先との関係、４．借

入額１位、２位、その他の金融機関との関係、５．リーマンショックの影響、

６．主要仕入先との関係、７．主要販売先との関係、８．金融機関との関係、

９．緊急保証制度について、１０．一般保証制度について、１１．借入金返
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済計画及び今後の施策に期待すること  
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【調査名】 消費動向調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１１月１７日 

【実施機関】 内閣府経済社会総合研究所景気統計部 

【目 的】 消費者の意識、物価の見通し、旅行の実績・予定、サービス等の支出予定、

主要耐久消費財等の保有・買換え状況を把握し、景気動向判断の基礎資料を得る。 

【沿 革】 昭和３２年度から「消費需要予測調査」として開始され，その後，何度か大

幅な改正が行われ，平成１６年度から，現在の調査方法にて調査が行われている。 

【調査の構成】 １－消費動向調査調査票（四半期用） ２－消費動向調査調査票（３月

用） ３－消費動向調査調査票 調査票（月次用） 

【公 表】 「調査結果報告書」及びインターネット（調査月の翌月上旬） 

※ 

【調査票名】 １－消費動向調査調査票（四半期用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）学生及び外国人世帯を除く一般世

帯及び単身世帯 （抽出枠）平成１７年度国勢調査区一覧表，住民基本台帳

等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，７２０／４７，８００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）１５日 （系統）

内閣府－民間事業者－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月２０日 

【調査事項】 １．消費者の意識、２．物価の見通し、３．旅行の実績・予定、４．自己

啓発、趣味・レジャー・サービス等の支出予定、５．世帯の状況 

※ 

【調査票名】 ２－消費動向調査調査票（３月用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）学生及び外国人世帯を除く一般世

帯及び単身世帯 （抽出枠）平成１７年度国勢調査区一覧表，住民基本台帳

等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，７２０／４７，８００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）１５日 （系統）

内閣府－民間事業者－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎月２０日 

【調査事項】 １．消費者の意識、２．物価の見通し、３．旅行の実績・予定、４．自己

啓発、趣味・レジャー・サービス等の支出予定、５．主要耐久消費財等の保

有・買替え状況、６．世帯の状況 

※ 

【調査票名】 ３－消費動向調査調査票 調査票（月次用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）学生及び外国人世帯を除く一般世
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帯及び単身世帯 （抽出枠）平成１７年度国勢調査区一覧表，住民基本台帳

等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，７２０／４７，８００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）１５日 （系統）

内閣府－民間事業者－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月２０日 

【調査事項】 １．消費者の意識、２．物価の見通し、３．世帯の状況  
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【調査名】 企業行動に関するアンケート調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１１月１７日 

【実施機関】 内閣府経済社会総合研究所景気統計部 

【目 的】 平成２１年度調査では、１．経営環境と経営基本方針、２．これまでの企業

改革と経済危機を踏まえた今後の企業戦略について、企業の意識と行動を調査し、

企業行動から我が国経済の実態を明らかにする。 

【調査の構成】 １－企業行動に関するアンケート調査票 

【公 表】 印刷物及びインターネットにて調査実施年度の２月中旬頃（第１章部分）、次

年度４月下旬頃（全体）を公表 

※ 

【調査票名】 １－企業行動に関するアンケート調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）東京，大阪，名古屋の各証券取引

所第一部及び第二部上場企業 （抽出枠）上場企業名簿（会社四季報）（東

洋経済新報社発行） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査実施年度の１月 （系統）内閣府－民間事業者－

報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年度の１２月中旬、調査実施年度の

１月中旬 

【調査事項】 １．景気・需要の見通し、２．為替レート、３．価格（平均仕入価格、平

均販売価格）、４．設備投資（設備投資の伸び率、設備投資の目的）、５．雇

用者数の動向、６．海外現地生産比率と逆輸入比率、７．会社の業況、８．

過去の評価と今後の戦略、９．人件費削減、雇用・就業形態の柔軟化に関す

る評価、１０．今後の人材育成の方法、１１．商品・サービスに関する課題、

１２．今後（中長期）のグローバル化戦略  
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【調査名】 集落営農実態調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１１月１９日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 「食料・農業・農村基本計画」において担い手として位置付けられた集落営

農組織の育成・確保・支援に係る施策の企画・立案・推進等に必要な資料の整備

を行うとともに、「食料・農業・農村基本計画」の評価の指標とすることを目的

とする。 

【調査の構成】 １－集落営農実態調査票 

【公 表】 概要：印刷物及びホームページ（調査実施年の３月末）、詳細：報告書刊行（調

査実施年の１２月末）、統計データ：ｅ－ｓｔａｔへ登録 

※ 

【調査票名】 １－集落営農実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市区町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，７７０ （配布）郵送・オンライン・ファ

クシミリ （取集）郵送・オンライン・ファクシミリ （記入）自計 （把

握時）毎年２月１日現在 （系統）農林水産省－地方農政事務所等－統計・

情報センター－報告者（市区町村） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査票の配布：１２月中旬、調査票の回収：

２月中旬 

【調査事項】 １．集落営農の概要 （ア）継続等区分、（イ）設立年次、（ウ）集落営農

の組織形態、（エ）農業生産法人について、（オ）法人化計画について、（カ）

特定農業法人、特定農業団体等への該当、（キ）水田・畑作経営所得安定対

策への加入状況、（ク）当該集落営農が存在する農業集落の中山間地域等直

接支払交付金対象地域への該当、（ケ）当該集落営農が存在する農業集落の

農地・水・環境保全向上対策交付金対象地域への該当、（コ）規約・定款の

整備、（サ）集落営農の構成、（シ）農用地利用改善団体について ２．集落

営農の営農状況 （ア）経営規模・農地利用の目標、（イ）集落内の営農を

一括管理・運営、（ウ）集落営農の活動内容、（エ）集落営農における主たる

従事者数、（オ）収支の一元経理の状況について  
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【調査名】 医薬品・医療機器産業実態調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１１月２６日 

【実施機関】 厚生労働省医政局経済課 

【目 的】 医薬品卸売業の経営実態を把握し、医薬品の健全な発展に必要な施策を講ず

るための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は、昭和４７年以降毎年実施していた「医薬品産業実態調査」と、平

成２年以降毎年実施していた「医療機器産業実態調査」について、平成１１年に

両調査を統合して以来、毎年実施してきたものである。 

【調査の構成】 １－医療機器卸売業調査票 ２－医療機器製造販売業調査票 ３－医薬

品製造販売業調査票 ４－医薬品卸売業調査票 

【公 表】 「調査結果報告書」及びＨＰにて公表（調査年翌年３月） 

※ 

【調査票名】 １－医療機器卸売業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）調査年３月３１日現在において、

日本医療機器販売業協会に所属し、かつ、薬事法（昭和３５年法律第１４５

号）の規定に基づき医療機器の販売業の許可を受けて医療機器を販売する者 

（抽出枠）日本医療機器販売業協会会員名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１８７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査年前年度決算期末 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査年１２月 

【調査事項】 １．会社概要（１）経営組織、（２）資本金、（３）医療機器販売業関係従

業者数、（４）仕入方法、（５）兼業の状況、（６）事業所状況、２．医療機

器の販売状況等、３．売上高状況等、４．仕入の状況、５．決算状況、６．

事業継続計画（１）事業計画の策定、（２）事業計画の内容 

※ 

【調査票名】 ２－医療機器製造販売業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）調査年３月３１日現在において、

日本医療機器産業連合会加盟２０団体に所属し、かつ、薬事法（昭和３５年

法律第１４５号）の規定に基づき医療機器の製造販売業の許可を受けて医療

機器を製造販売する者 （抽出枠）日本医療機器産業連合会加盟２０団体の

所属企業会員名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７９３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査年前年度決算期末 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査年１２月 

【調査事項】 １．会社概要（１）資本金、（２）資本上の区分、（３）従業者の状況、２．

経営成績及び財政状態、３．医療機器売上高の状況（１）製品区分別、（２）
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国内製品・輸入製品別、（３）国内・海外別、４．医療機器の販売状況、５．

事業所の状況、６．研究開発費及び設備投資（１）医療機器事業に係る研究

開発費、（２）医療機器事業に係る設備投資、７．事業継続計画（１）事業

計画の策定、（２）事業計画の内容 

※ 

【調査票名】 ３－医薬品製造販売業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）調査年３月３１日現在において、

日本製薬団体連合会の業態別１４団体に所属し、かつ、薬事法（昭和３５年

法律第１４５号）の規定に基づき医薬品の製造販売業の許可を受けて医薬品

を製造販売する企業 （抽出枠）日本製薬団体連合会の業態別１４団体の所

属企業会員名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７１ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査年前年度決算期末 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査年１２月 

【調査事項】 １．会社の概要（１）資本金、（２）資本上の区分、（３）従業者の状況、

２．経営成績及び財政状態（１）損益計算書及び貸借対照表，（２）セグメ

ント情報、３．研究開発費及び設備投資（１）医薬品事業に係る研究開発費、

（２）税制の適用を受ける研究開発費、（３）医薬品事業に係る設備投資、（４）

税制の適用を受ける設備投資額、４．パイプラインの状況（１）新規化合物

のパイプライン、（２）剤型・効能追加のパイプライン、５．後発医薬品の

ある先発医薬品の売上高、６．販売先別の医療用医薬品売上高、７．事業継

続計画（１）事業計画の策定、（２）事業計画の内容 

※ 

【調査票名】 ４－医薬品卸売業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）調査年３月３１日現在において、

日本医薬品卸業連合会及び日本ジェネリック医薬品販社協会に所属し、かつ、

薬事法（昭和３５年法律第１４５号）の規定に基づき医薬品の卸売一般販売

業の許可を受けて医薬品を販売する企業 （抽出枠）日本医薬品卸業連合会

及び日本ジェネリック医薬品販社協会の所属企業会員名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１７０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査年前年度決算期末 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査年１２月 

【調査事項】 １．会社概要（１）資本金、（２）従業員の状況、２．経営成績及び財政

状況（１）損益計算書及び貸借対照表、（２）セグメント情報、３．税制へ

の適用を受ける設備投資額、４．事業継続計画（１）事業計画の策定、（２）

事業計画の内容 
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○届出統計調査の受理 

（１）新規 

【調査名】 若年者の雇用に係るヒアリング調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１１月２日 

【実施機関】 東京都産業労働局雇用就業部就業推進課 

【目 的】 現在の社会経済状況及び雇用・就業状況における若年者の雇用・就業上の課

題について、若者の職業的自立支援の取組を行っている企業や採用意欲がある企

業等に対してヒアリング調査を実施し、今後の施策立案の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－若年者の雇用に係るヒアリング調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－若年者の雇用に係るヒアリング調査 調査票 

【調査対象】 （地域）東京都全域（島しょを除く。） （単位）事業所 （属性）東京

都内全産業の企業 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８００／２５５，４００ （配布）調査員 

（取集）調査員 （記入）他計 （把握時）平成２１年４月１日 （系統）

東京都－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年１月１２日～２月２６日 

【調査事項】 １．企業情報基本事項、２．若年者の採用に関する事項、３．世間一般に

おける若者の職業的自立支援に関する事項、４．行政機関への要望、５．そ

の他  
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【調査名】 障害者雇用実態調査（アンケート）（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１１月４日 

【実施機関】 東京都産業労働局雇用就業部就業推進課 

【目 的】 東京都はこれまで、国と連携しながら、障害者雇用促進法に基づき、障害者

に対する雇用促進施策を進めてきた。しかし、近年、現行の法律上では適用対象

外となる発達障害や高次脳機能障害等の障害を持つ方々への支援も求められて

おり、そういった方々の実際の雇用状況等のデータは、現状では不足している。

また、中小企業の中でも障害者の雇用報告義務のない常用労働者５６人（注）未

満規模の企業に関するデータは、国の調査・報告義務等でも適用除外となってい

るため、都内に所在する企業全体のうちの９割弱を占めているにも関わらず、皆

無に近い。東京都は「１０年後の東京」に向け、障害者雇用３万人増の実現を目

標として掲げており、今後、より多くの障害者に対する雇用促進施策を実施して

いくにあたり、今まで把握できなかった上記のデータ等を収集することを目的と

して、アンケートによる都内法人企業の全数調査を実施する。 

（注）障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）第４３

条第５項、障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則（昭和５１年労働省令第

３８号）第７条を参照 

【調査の構成】 １－障害者雇用実態調査（アンケート） 調査票 

※ 

【調査票名】 １－障害者雇用実態調査（アンケート） 調査票 

【調査対象】 （地域）東京都全域（島しょを除く。） （単位）事業所 （属性）東京

都内全産業の企業 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）

平成２１年１２月１日時点 （系統）東京都－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年２月１５日～３月３日 

【調査事項】 １．企業概要、２．都内就労の障害者雇用状況、３．障害者の採用、４．

障害者採用の際の配慮事項、５．障害者を雇用しない理由、６．職場適応援

助者（ジョブコーチ）の活用、７．雇用管理上の課題、８．都の事業に対す

る意見・要望、９．その他  
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【調査名】 生物多様性についての市民アンケート（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１１月９日 

【実施機関】 神戸市環境局環境創造部環境評価共生推進室 

【目 的】 生物多様性神戸戦略策定のために市民の意識や施策への要望等を確認し、戦

略づくりの基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－生物多様性についての市民アンケート 調査票 

※ 

【調査票名】 １－生物多様性についての市民アンケート 調査票 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）２０歳以上の神戸市民 （抽

出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／１，２８０，３２６ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１１月～１

２月 （系統）神戸市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年１２月 

【調査事項】 １．自然に関する事項、２．生物多様性に関する事項、３．神戸市に関す

る事項、４．環境保全に関する事項  
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【調査名】 平成２１年度緊急雇用創出事業 幕張新都心進出企業実態基礎調査

（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１１月９日 

【実施機関】 千葉県商工労働部経済政策課 

【目 的】 幕張新都心における、産業地域としての新たな産業展開の可能性や課題、魅

力ある都市づくりについて検討するため。 

【調査の構成】 １－平成２１年度緊急雇用創出事業幕張新都心進出企業実態基礎調査 

調査票（製造業者向け） ２－平成２１年度緊急雇用創出事業幕張新都心

進出企業実態基礎調査 調査票（非製造業者向け） 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年度緊急雇用創出事業幕張新都心進出企業実態基礎調査 調

査票（製造業者向け） 

【調査対象】 （地域）千葉県千葉市美浜区、習志野市 （単位）事業所 （属性）公務

を除く全事業所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）自計 （把握時）平成２１年１０月３１日 （系統）千葉県－民間事業

者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年１１月下旬 

【調査事項】 １．事業所の概要（業種、所在地、資本金、従業員数等、従業員の通勤経

路等、年商、営業年数、事業所の機能）、２．経営環境（業績、今後の事業

展開、事業展開上の課題、海外取引等）、３．幕張新都心について（１）進

出した理由（２）満足度及び満足点、不満点、（３）来訪者が利用する宿泊

施設のある地域、（４）よく利用する飲食施設の場所等、（５）幕張新都心か

らの移転計画の有無等、（６）幕張新都心内の企業との取引の有無、４．行

政等に対する要望等 

※ 

【調査票名】 ２－平成２１年度緊急雇用創出事業幕張新都心進出企業実態基礎調査 調

査票（非製造業者向け） 

【調査対象】 （地域）千葉県千葉市美浜区、習志野市 （単位）事業所 （属性）公務

を除く全事業所 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）

平成２１年１０月３１日 （系統）千葉県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年１１月下旬 

【調査事項】 １．事業所の概要（業種、所在地、資本金、従業員数等、従業員の通勤経

路等、年商、営業年数、事業所の機能）、２．経営環境（業績、今後の事業

展開、事業展開上の課題、海外取引等）、３．幕張新都心について（１）進
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出した理由（２）満足度及び満足点、不満点、（３）来訪者が利用する宿泊

施設のある地域、（４）よく利用する飲食施設の場所等、（５）幕張新都心か

らの移転計画の有無等、（６）幕張新都心内の企業との取引の有無、４．行

政等に対する要望等  
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【調査名】 京都市産業廃棄物実態調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１１月１０日 

【実施機関】 京都市環境政策局循環型社会推進部廃棄物指導課 

【目 的】 京都市内における産業廃棄物の業種別、種類別排出量等を調査し、京都市内

の産業廃棄物の排出状況、処理状況を把握する。また、その状況を基礎資料とし、

「第３次京都市産業廃物処理指導計画」を策定する。 

【調査の構成】 １－産業廃棄物処理実態調査票 

※ 

【調査票名】 １－産業廃棄物処理実態調査票 

【調査対象】 （地域）京都市全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類（大分

類）のうち、「学術研究，専門・技術サービス業」及び「教育，学習支援業」

を除く業種に属する事業所 （抽出枠）事業所・企業統計調査事業所名簿（磁

気テープ） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／７８，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年４月１日から平成

２１年３月３１日 （系統）京都市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年１２月１５日～２２年１月

１５日 

【調査事項】 １．事業所の概要及び工事実績，２．発生量、３．有償物量、４．委託処

理量、５．委託埋立処分量、６．委託中間処理後再生利用量、７．委託中間

処理後埋立量、８．市域処理量、９．市外流入量、１０．自己再生利用量、

１１．従業者数、１２．産業活動量指標  
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【調査名】 地球温暖化問題に関するアンケート調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１１月１０日 

【実施機関】 香川県環境森林部環境政策課 

【目 的】 香川県における地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、地球

温暖化問題に対する県民及び事業者の意識や取組状況等を調査し、現状からどの

くらい温室効果ガスを削減できるか検討する資料を得る。 

【調査の構成】 １－地球温暖化問題に関するアンケート調査票（県民アンケート調査） 

２－地球温暖化問題に関するアンケート調査票（事業者アンケート調査） 

※ 

【調査票名】 １－地球温暖化問題に関するアンケート調査票（県民アンケート調査） 

【調査対象】 （地域）香川県内全域 （単位）世帯 （属性）世帯 （抽出枠）最新電

話帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／３９０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１２月～平成２

２年１月まで （系統）香川県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年１２月１５日～２２年１月

２０日 

【調査事項】 １．世帯の状況、２．地球温暖化防止への日々の取組状況、３．エネルギ

ー消費機器の買い替え、４．自動車の買い替え、５．新エネルギー設備等の

導入 

※ 

【調査票名】 ２－地球温暖化問題に関するアンケート調査票（事業者アンケート調査） 

【調査対象】 （地域）香川県内全域 （単位）事業所 （属性）香川県生活環境保全に

関する条例による地球温暖化対策計画を作成している事業者１１８事業所

及び「平成１８年事業所・企業統計調査」から業種・規模の割合に応じて、

業種別規模別に産業分類が「農業，林業」、「漁業」及び「鉱業，砕石業，砂

利採取業」を除く産業に属する、従業者規模５人以上の民営事業所のうち４

００事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）１１８／１１８ ４００／１８，

５４２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１

年１２月から平成２２年１月まで （系統）香川県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年１２月１５日～２２年１月

２０日 

【調査事項】 １．企業概要、２．地球温暖化防止や環境保全への取組状況（１）日々の

省エネルギー対策等の取組状況、（２）新エネルギー、燃料転換等の導入、（３）

高効率機器等の導入、（４）環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）の導入、（５）
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エネルギー消費量及び温室効果ガス排出量の把握状況、（６）エネルギー消

費量及び温室効果ガスの削減目標等、（７）地球温暖化防止に関する取組を

実施するにあたっての障害事項等  
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【調査名】 仕事と家庭の両立支援に関する雇用環境調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１１月１２日 

【実施機関】 愛媛県経済労働部管理局労政雇用課 

【目 的】 愛媛県内民間事業所における育児・介護休業制度の利用状況など、仕事と家

庭の両立支援に関する雇用環境の実態を把握する。 

【調査の構成】 １－事業所調査票 

※ 

【調査票名】 １－事業所調査票 

【調査対象】 （地域）愛媛県全域 （単位）事業所 （属性）常時従業員５人以上を雇

用する民間事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／２６，８７８ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査前年の１２月１日 （系

統）愛媛県－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）調査票の配布開始：調査年の１月１０日、

調査票の提出期限：調査年の２月１０日 

【調査事項】 事業所の概要に関する事項、企業としての意識に関する事項、育児休業制

度及び労働者の育児に対する援助に関する事項、介護休業制度及び労働者の

家族の介護に対する援助に関する事項、パートタイム労働者の育児・介護休

業制度の利用に関する事項、子の看護のための休暇に関する事項、配偶者出

産休暇制度に関する事項  
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【調査名】 太陽電池関連企業の実態把握と活用可能性に関する調査（緊急雇用

創出事業）（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１１月１３日 

【実施機関】 愛知県産業労働部新産業課 

【目 的】 本県の太陽電池関連及びその周辺産業の創出、育成を図るため、太陽電池関

連及びその周辺産業の実態調査や、太陽電池を活用した多用途展開の可能性等の

調査を行う。 

【調査の構成】 １－太陽電池関連企業の実態把握と活用可能性に関する調査 調査票（県

内企業（製造・供給）） ２－太陽電池関連企業の実態把握と活用可能性に

関する調査 調査票（県内企業（導入・活用）） ３－太陽電池関連企業の

実態把握と活用可能性に関する調査 調査票（県内大学・研究機関） ４

－太陽電池関連企業の実態把握と活用可能性に関する調査 調査票（県外

大学・研究機関） 

※ 

【調査票名】 １－太陽電池関連企業の実態把握と活用可能性に関する調査 調査票（県

内企業（製造・供給）） 

【調査対象】 （地域）愛知県内全域 （単位）企業 （属性）太陽電池及びその周辺関

連機器・材料を製造・供給している、愛知県内に事業所を有する企業 （抽

出枠）愛知県新エネルギー産業協議会会員企業名簿、愛知県が実施したセミ

ナー等参加者名簿、あいち産業振興機構企業リスト 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５００／５，２９０ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１２月１日 （系統）愛知

県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年１２月１５日 

【調査事項】 １．企業の業種及び業態、２．太陽電池に関連した事業の状況、３．現在

有する技術・製品・サービスの太陽電池関連製品・サービスへの応用、４．

売上額 

※ 

【調査票名】 ２－太陽電池関連企業の実態把握と活用可能性に関する調査 調査票（県

内企業（導入・活用）） 

【調査対象】 （地域）愛知県内全域 （単位）企業 （属性）太陽電池及びその周辺関

連機器・材料を導入・活用している、愛知県内に事業所を有する企業 （抽

出枠）愛知県新エネルギー産業協議会会員企業名簿、愛知県が実施したセミ

ナー等参加者名簿、あいち産業振興機構企業リスト 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５００／５，２９０ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１２月１日 （系統）愛知
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県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年１２月１５日 

【調査事項】 １．企業の業種及び業態、２．太陽電池関連設備の導入状況、３．太陽電

池を活かしたものづくり・サービスの提供、４．太陽電池関連企業との取引 

※ 

【調査票名】 ３－太陽電池関連企業の実態把握と活用可能性に関する調査 調査票（県

内大学・研究機関） 

【調査対象】 （地域）愛知県内全域 （単位）大学・研究機関 （属性）太陽電池及び

その関連分野の研究を行っている、愛知県内の大学・研究機関 （抽出枠）

電気学会所属研究者リスト 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００／２４，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１２月１日 （系統）愛知

県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年１２月１５日 

【調査事項】 １．研究機関の種類等、２．太陽電池関連の研究・開発に関する取組み、

３．具体的な研究テーマ、４．愛知県内外企業との共同研究、５．愛知県内

企業の優位性、６．取組中の研究・開発テーマが実用化・製品化されるまで

の計画及び展開方策、７．愛知県内ものづくり企業などが太陽電池関連事業

を行う上での課題 

※ 

【調査票名】 ４－太陽電池関連企業の実態把握と活用可能性に関する調査 調査票（県

外大学・研究機関） 

【調査対象】 （地域）愛知県外 （単位）大学・研究機関 （属性）太陽電池及びその

関連分野の研究を行っている、愛知県外の大学・研究機関 （抽出枠）電気

学会所属研究者リスト 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００／２４，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１２月１日 （系統）愛知

県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年１２月１５日 

【調査事項】 １．研究機関の種類等、２．太陽電池関連の研究・開発に関する取組み、

３．具体的な研究テーマ、４．愛知県内外企業との共同研究、５．愛知県内

企業の優位性、６．取組中の研究・開発テーマが実用化・製品化されるまで

の計画及び展開方策、７．愛知県内ものづくり企業などが太陽電池関連事業

を行う上での課題  
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【調査名】 出産・子育て期における男女労働実態調査（フォロー調査）（平成２

１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１１月１６日 

【実施機関】 千葉県商工労働部雇用労働課 

【目 的】 平成１７年度に実施した「出産・子育て期における男女労働実態調査」のフ

ォロー調査を実施し、企業の仕事と子育てに関する意識や実態の変化を探り、県

の施策の効果を検証する。 

【調査の構成】 １－出産・子育て期における男女労働実態調査（フォロー調査） 

※ 

【調査票名】 １－出産・子育て期における男女労働実態調査（フォロー調査） 

【調査対象】 （地域）千葉県全域 （単位）事業所 （属性）民営事業所のうち法人に

属するもの 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，６００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２１年１１月１日 （系統）千葉県－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年１１月下旬～１２月上旬 

【調査事項】 業種、過去５年間の売上高の傾向、男女別常用雇用者数、男女別派遣・請

負受入社員数、女性管理職の割合、残業の状況、出産・子育て退職者に係る

再雇用制度の状況、育児休業制度の状況、テレワーク導入の状況、仕事と個

人の生活等の両立支援制度の状況及び次世代育成支援行動計画に係る策

定・届出の状況  
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【調査名】 徳島県産業廃棄物実態調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１１月１６日 

【実施機関】 徳島県環境総合局環境整備課 

【目 的】 徳島県廃棄物処理計画策定の基礎資料とするため、徳島県内における産業廃

棄物の発生、処理状況等の実態を調査し、その現状分析と将来予測を行う。 

【沿 革】 平成２１年１１月から調査を開始した。（従前は調査実施の都度届出） 

【調査の構成】 １－徳島県産業廃棄物実態調査票（１．建設業、２．運輸業等の自動車

に関連する業、３．医療関係、４．製造業、卸・小売業、サービス業、そ

の他業種の４種類の調査票 ） ２－産業廃棄物等に関する事業所意識調

査票 

※ 

【調査票名】 １－徳島県産業廃棄物実態調査票（１．建設業、２．運輸業等の自動車に

関連する業、３．医療関係、４．製造業、卸・小売業、サービス業、その他

業種の４種類の調査票 ） 

【調査対象】 （地域）徳島県内全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類（平

成１４年３月改定）に掲げる「農業」、「林業」、「漁業」、「鉱業」、「建設業」、

「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「運輸業」、「卸売・小売業」、「医

療，福祉」、「教育，学習支援業」、「サービス業（他に分類されないもの）」「公

務（他に分類されないもの）」 （抽出枠）平成１８年度年事業所・企業統

計調査調査区別民営事業所漢字マスターテープ 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）４，０００／１３，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年前年の４月

１日～調査実施年の３月３１日までの１年間 （系統）徳島県－民間事業者

－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施年の１２月 

【調査事項】 【建設業】１．事業所の概要（県内で元請けとして請け負った工事の有無、

工事の実績、工事期間中の産業廃棄物発生の有無），２．工事現場での廃棄

物等の発生状況・自己中間処理状況・自己中間処理以外の処理状況【建設業

以外】１．事業所の概要（産業廃棄物発生の有無），２．事業所での廃棄物

等の発生状況・自己中間処理状況・自己中間処理以外の処理状況 

※ 

【調査票名】 ２－産業廃棄物等に関する事業所意識調査票 

【調査対象】 （地域）徳島県内全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類（平

成１４年３月改訂）に掲げる「農業」、「林業」、「漁業」、「鉱業」、「建設業」、

「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「運輸業」、「卸売・小売業」、「医

療、福祉」、「教育、学習支援業」、「サービス業（他に分類されないもの）」「公



- 28 - 
 

務（他に分類されないもの）」 （抽出枠）平成１８年度年事業所・企業統

計調査調査区別民営事業所漢字マスターテープ 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）４，０００／１３，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年前年の４月

１日～調査実施年の３月３１日までの１年間 （系統）徳島県－民間事業者

－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施年の１２月 

【調査事項】 １．産業廃棄物の処理に関する困窮状況、２．産業廃棄物の発生抑制、減

量化推進の状況、３．産業廃棄物の再利用推進状況、４．産業廃棄物の発生

抑制及び減量化推進に必要な事柄等  
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【調査名】 職業能力開発ニーズ調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１１月１７日 

【実施機関】 佐賀県農林水産商工本部雇用労働課 

【目 的】 第９次佐賀県職業能力開発計画（平成２３年度～２７年度）を策定するため、

県内事業所における職業能力開発の実態を把握するとともに、求職サイドの職業

能力開発に関する認知状況等を把握する。 

【調査の構成】 １－職業能力開発に関するニーズ調査（民間事業所用） ２－職業能力

開発に関するニーズ調査 調査票（求職者用） 

※ 

【調査票名】 １－職業能力開発に関するニーズ調査（民間事業所用） 

【調査対象】 （地域）佐賀県全域 （単位）事業所 （属性）「建設業」「製造業」「電

気・ガス・熱供給・水道業」「情報通信業」「運輸業」「卸売・小売業」「金融・

保険業」「不動産業」「飲食店・宿泊業」「医療・福祉」「教育・学習支援業」

「複合サービス事業」「サービス業（他に分類されないもの）」に属する民間

事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／４０，０５４ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１２月１日 （系

統）佐賀県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２１年１２月１５日～平成２２年１月

２９日 

【調査事項】 １．事業所の属性、２．教育訓練の実施状況、３．求める人材像、４．人

材育成の考え方、５．技能の継承及び高齢者の再雇用、６．県の職業能力開

発行政の認知状況、７．障害者雇用 

※ 

【調査票名】 ２－職業能力開発に関するニーズ調査 調査票（求職者用） 

【調査対象】 （地域）佐賀県全域 （単位）個人 （属性）ハローワークを訪問してい

る求職者 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３００ （配布）調査員 （取集）調査員 

（記入）自計 （把握時）調査票の記入を求めた日 （系統）佐賀県－民間

事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２１年１２月中旬～下旬 

【調査事項】 １．求職者の属性、２．離職前の職業、３．県の職業能力開発行政の認知

状況  
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【調査名】 職場における喫煙対策実施状況調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１１月２５日 

【実施機関】 栃木県保健福祉部健康増進課 

【目 的】 栃木県内の事業所における喫煙対策実施状況を把握し、職場での受動喫煙防

止対策の推進と事業所における取組みの一層の浸透を図ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－平成２１年度 職場における喫煙対策実施状況調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年度 職場における喫煙対策実施状況調査 調査票 

【調査対象】 （地域）栃木県全域 （単位）事業所 （属性）常時労働者数５０人以上

の事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，２９４ （配布）郵送 （取集）ファクシ

ミリ （記入）自計 （把握時）平成２２年１月１日現在 （系統）栃木県

－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）調査票の配布：平成２２年１月第３週、

調査票提出期限：平成２２年２月末日 

【調査事項】 １．喫煙対策の取組みの有無、２．禁煙・分煙の実施状況、３．「職場に

おける喫煙対策のためのガイドライン」の普及  
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【調査名】 公共交通利用実態調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１１月２５日 

【実施機関】 高知県産業振興推進部運輸政策課 

【目 的】 社会情勢の変化に伴い、公共交通を取り巻く環境が大きく変化する中にあっ

て、公共交通に対する県民ニーズ、意識等を把握するためのアンケート調査を行

い、これからの交通運輸政策の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－公共交通に関するアンケート（東部地域） ２－公共交通に関する

アンケート（中央地域） ３－公共交通に関するアンケート（西部地域） 

４－公共交通（路面電車）に関する利用者アンケート ５－公共交通（バ

ス）に関する利用者アンケート 

※ 

【調査票名】 １－公共交通に関するアンケート（東部地域） 

【調査対象】 （地域）高知県東部 （単位）個人 （属性）満２０歳以上の県民 （抽

出枠）各市町村の選挙人名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／４９，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）高知県

－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年２月２０日～２７日 

【調査事項】 １．基本的事項、回答者の属性、２．公共交通の利用状況等（通勤・通学

などでの公共交通機関の利用の有無、運行便数や運賃について、運行路線の

表示について、電車・バスの乗継ぎについて、公共交通に対する行政支援に

ついて）など 

※ 

【調査票名】 ２－公共交通に関するアンケート（中央地域） 

【調査対象】 （地域）高知県中央部 （単位）個人 （属性）満２０歳以上の県民 （抽

出枠）各市町村の選挙人名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／４９６，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）高知

県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年２月２０日～２７日 

【調査事項】 １．基本的事項、回答者の属性、２．公共交通の利用状況等（通勤・通学

などでの公共交通機関の利用の有無、運行便数や運賃について、運行路線の

表示について、電車・バスの乗継ぎについて、公共交通に対する行政支援に

ついて）など 

※ 

【調査票名】 ３－公共交通に関するアンケート（西部地域） 
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【調査対象】 （地域）高知県西部 （単位）個人 （属性）満２０歳以上の県民 （抽

出枠）各市町村の選挙人名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／９８，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）高知県

－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年２月２０日～２７日 

【調査事項】 １．基本的事項、回答者の属性、２．公共交通の利用状況等（通勤・通学

などでの公共交通機関の利用の有無、運行便数や運賃について、運行路線の

表示について、電車・バスの乗継ぎについて、公共交通に対する行政支援に

ついて）など 

※ 

【調査票名】 ４－公共交通（路面電車）に関する利用者アンケート 

【調査対象】 （地域）高知県全域 （単位）個人 （属性）満２０歳以上の県民 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／６４３，０００ （配布）調査

員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）調査日現在 （系統）高知

県－民間事業者－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年２月１８日及び２０日 

【調査事項】 １．基本的事項、回答者の属性、２．公共交通の利用状況等（通勤・通学

などでの公共交通機関の利用の有無、運行便数や運賃について、運行路線の

表示について、電車・バスの乗継ぎについて、公共交通に対する行政支援に

ついて）など 

※ 

【調査票名】 ５－公共交通（バス）に関する利用者アンケート 

【調査対象】 （地域）高知県全域 （単位）個人 （属性）満 20 歳以上の県民 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／６４３，０００（配布）調査

員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）調査日現在 （系統）高

知県－民間事業者－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年２月１８日及び２０日 

【調査事項】  １．基本的事項、回答者の属性、２．公共交通の利用状況等（通勤・通

学などでの公共交通機関の利用の有無、運行便数や運賃について、運行路

線の表示について、電車・バスの乗継ぎについて、公共交通に対する行政

支援について）など 
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【調査名】 千葉市産業廃棄物実態調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１１月２５日 

【実施機関】 千葉市環境局環境管理部産業廃棄物指導課 

【目 的】 「第４次千葉市産業廃棄物処理指導計画」（計画期間：平成１８年度～２２年

度）に関して、平成２０年度の千葉市内における事業所の事業活動に伴って生じ

る産業廃棄物の発生から処理等の実態を把握し、当該計画の進捗管理を行うとと

もに、産業廃棄物に関する千葉市の特性等を調査・分析することを目的とする。 

【沿 革】 平成２１年度から調査を開始（旧法下では調査の都度届出） 

【調査の構成】 １－千葉市産業廃棄物実態調査票（１製造業等、２運輸・自動車関連、

３卸売・小売業・病院等、４建設業、産廃処理業等） 

※ 

【調査票名】 １－千葉市産業廃棄物実態調査票（１製造業等、２運輸・自動車関連、３

卸売・小売業・病院等、４建設業、産廃処理業等） 

【調査対象】 （地域）市内全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類で分類さ

れる業種のうち、産業廃棄物の発生が予想される「農業，林業」、「建設業」、

「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，

小売業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「医療，福祉」、「サービス業（他に分

類されないもの）」に属する事業所 （抽出枠）平成１８年度事業所・企業

統計調査調査区別民営事業所漢字リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／２７，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年４月１日～２１年

３月３１日 （系統）千葉市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２２年１月上旬 

【調査事項】 １．事業所の概要、２．事業活動量、３．産業廃棄物発生量の有無、４．

産業廃棄物の発生状況及び処理・処分状況、５．産業廃棄物の管理状況等、

６．自社の現有施設、７．自社の施設整備計画、８．産業廃棄物の適正処理、

９．産業廃棄物の発生抑制・減量化・再資源化１０．市外・県外での処理・

処分、１１．産業廃棄物処理施設の整備計画、１２．適正処理、１３．これ

からの産業廃棄物処理、１４．減量化・再資源化の可能性、１５．減量化・

再資源化の技術開発、１６．再資源化の需要等  
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【調査名】 障害者生活実態調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１１月２７日 

【実施機関】 神戸市保健福祉局障害福祉部障害福祉課 

【目 的】 障害者基本法に基づく障害者計画の策定にあたり、障害者の現在の生活状況、

必要な福祉ニーズ及び就労の状況・意識を把握し、新たな計画策定の基礎資料と

する。 

【調査の構成】 １－障がい者の生活に関するアンケート（身体障がい者用） ２－障が

い者の生活に関するアンケート（知的障がい者用） ３－障がい者の生活

に関するアンケート（精神障がい者（在宅）用） ４－障がい者の生活に

関するアンケート（身体・知的障がい者用） ５－障がい者の生活に関す

るアンケート（身体・精神障がい者（在宅）用） ６－障がい者の生活に

関するアンケート（知的・精神障がい者（在宅）用） ７－障がい者の生

活に関するアンケート（身体・知的・精神障がい者（在宅）用） ８－障

がい者の生活に関するアンケート（精神障がい者（入院）用） 

※ 

【調査票名】 １－障がい者の生活に関するアンケート（身体障がい者用） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）身体障害者手帳保持者 （抽

出枠）障害者手帳台帳、住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，９００／６９，７１２ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１月１８日 （系

統）神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２２年１月２９日 

【調査事項】 １．本人の状況、２．健康・身体の状況、３．家族と介助の状況、４．外

出の状況、５．住まいの状況、６．障がい児の状況、７．通所型福祉施設に

ついて、８．在宅者の状況、９．施設入所者の状況及び意向、１０．社会参

加について、１１．就労について、１２．収入の状況、１３．ボランティア

等について、１４．在宅サービスの利用状況と利用意向、１５．介護保険サ

ービスについて、１６．福祉全般について、１７．障がいの状況について、

１８．福祉サービスの評価、１９．記入者、２０．複数障がい者の世帯、２

１．自由意見 

※ 

【調査票名】 ２－障がい者の生活に関するアンケート（知的障がい者用） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）療育手帳保持者 （抽出枠）

障害者手帳台帳、住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，３００／６，７０９ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１月１８日 （系統）
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神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２２年１月２９日 

【調査事項】 １．本人の状況、２．健康・身体の状況、３．家族と介助の状況、４．外

出の状況、５．住まいの状況、６．障がい児の状況、７．通所型福祉施設に

ついて、８．在宅者の状況、９．施設入所者の状況及び意向、１０．社会参

加について、１１．就労について、１２．収入の状況、１３．ボランティア

等について、１４．在宅サービスの利用状況と利用意向、１５．介護保険サ

ービスについて、１６．福祉全般について、１７．障がいの状況について、

１８．福祉サービスの評価、１９．記入者、２０．複数障がい者の世帯、２

１．自由意見 

※ 

【調査票名】 ３－障がい者の生活に関するアンケート（精神障がい者（在宅）用） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）精神障害者保健福祉手帳保

持者 （抽出枠）障害者手帳台帳、住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，２００／３，０３６ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１月１８日 （系統）

神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２２年１月２９日 

【調査事項】 １．本人の状況、２．健康・身体の状況、３．家族と介助の状況、４．外

出の状況、５．住まいの状況、６．障がい児の状況、７．通所型福祉施設に

ついて、８．在宅者の状況、９．施設入所者の状況及び意向、１０．社会参

加について、１１．就労について、１２．収入の状況、１３．ボランティア

等について、１４．在宅サービスの利用状況と利用意向、１５．介護保険サ

ービスについて、１６．福祉全般について、１７．障がいの状況について、

１８．福祉サービスの評価、１９．記入者、２０．複数障がい者の世帯、２

１．自由意見 

※ 

【調査票名】 ４－障がい者の生活に関するアンケート（身体・知的障がい者用） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）身体障害者手帳及び療育手

帳保持者 （抽出枠）障害者手帳台帳、住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，９００／５，６５０ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１月１８日 （系統）

神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２２年１月２９日 

【調査事項】 １．本人の状況、２．健康・身体の状況、３．家族と介助の状況、４．外

出の状況、５．住まいの状況、６．障がい児の状況、７．通所型福祉施設に
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ついて、８．在宅者の状況、９．施設入所者の状況及び意向、１０．社会参

加について、１１．就労について、１２．収入の状況、１３．ボランティア

等について、１４．在宅サービスの利用状況と利用意向、１５．介護保険サ

ービスについて、１６．福祉全般について、１７．障がいの状況について、

１８．福祉サービスの評価、１９．記入者、２０．複数障がい者の世帯、２

１．自由意見 

※ 

【調査票名】 ５－障がい者の生活に関するアンケート（身体・精神障がい者（在宅）用） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）身体障害者手帳及び精神障

害者保健福祉手帳保持者 （抽出枠）障害者手帳台帳、住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，９００／３，７４３ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１月１８日 （系統）

神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２２年１月２９日 

【調査事項】 １．本人の状況、２．健康・身体の状況、３．家族と介助の状況、４．外

出の状況、５．住まいの状況、６．障がい児の状況、７．通所型福祉施設に

ついて、８．在宅者の状況、９．施設入所者の状況及び意向、１０．社会参

加について、１１．就労について、１２．収入の状況、１３．ボランティア

等について、１４．在宅サービスの利用状況と利用意向、１５．介護保険サ

ービスについて、１６．福祉全般について、１７．障がいの状況について、

１８．福祉サービスの評価、１９．記入者、２０．複数障がい者の世帯、２

１．自由意見 

※ 

【調査票名】 ６－障がい者の生活に関するアンケート（知的・精神障がい者（在宅）用） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）療育手帳及び精神障害者保

健福祉手帳保持者 （抽出枠）障害者手帳台帳、住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９６４ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２２年１月１８日 （系統）神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２２年１月２９日 

【調査事項】 １．本人の状況、２．健康・身体の状況、３．家族と介助の状況、４．外

出の状況、５．住まいの状況、６．障がい児の状況、７．通所型福祉施設に

ついて、８．在宅者の状況、９．施設入所者の状況及び意向、１０．社会参

加について、１１．就労について、１２．収入の状況、１３．ボランティア

等について、１４．在宅サービスの利用状況と利用意向、１５．介護保険サ

ービスについて、１６．福祉全般について、１７．障がいの状況について、

１８．福祉サービスの評価、１９．記入者、２０．複数障がい者の世帯、２
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１．自由意見 

※ 

【調査票名】 ７－障がい者の生活に関するアンケート（身体・知的・精神障がい者（在

宅）用） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）身体障害者手帳、療育手帳

及び精神障害者保健福祉手帳保持者 （抽出枠）障害者手帳台帳、住民基本

台帳 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９６４ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２２年１月１８日 （系統）神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２２年１月２９日 

【調査事項】 １．本人の状況、２．健康・身体の状況、３．家族と介助の状況、４．外

出の状況、５．住まいの状況、６．障がい児の状況、７．通所型福祉施設に

ついて、８．在宅者の状況、９．施設入所者の状況及び意向、１０．社会参

加について、１１．就労について、１２．収入の状況、１３．ボランティア

等について、１４．在宅サービスの利用状況と利用意向、１５．介護保険サ

ービスについて、１６．福祉全般について、１７．障がいの状況について、

１８．福祉サービスの評価、１９．記入者、２０．複数障がい者の世帯、２

１．自由意見 

※ 

【調査票名】 ８－障がい者の生活に関するアンケート（精神障がい者（入院）用） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）精神病院入院患者 （抽出

枠）障害者手帳台帳、住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０５８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２２年１月１８日 （系統）神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２２年１月２９日 

【調査事項】 １．本人の状況、２．退院について、３．収入の状況、４．記入者、５．

自由記入欄  
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（２）変更 

【調査名】 青森県ひとり親家庭等実態調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１１月５日 

【実施機関】 青森県健康福祉部こどもみらい課 

【目 的】 青森県内における母子家庭、父子家庭、父母のいない児童のいる世帯及び寡

婦の生活実態及び福祉需要を把握し、その福祉を推進するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－青森県ひとり親家庭等実態調査票 

※ 

【調査票名】 １－青森県ひとり親家庭等実態調査票 

【調査対象】 （地域）青森県全域 （単位）世帯 （属性）青森県内における母子世帯、

父子世帯、父母のない児童のいる世帯及び寡婦世帯 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，０００／２２，９２０ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の１１月１日現

在 （系統）青森県－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施年の１１月１０日～１１月３０日 

【調査事項】 １．世帯の状況（世帯人員、世帯構成、住居の状況等）、 ２．調査対象

者の状況（年齢、母子世帯等となった理由、現在の仕事、年間収入等）、３．

子どもの状況（子どもの数、子どもの病気のときの日中の看護者等） 
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【調査名】 県民生活基本調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１１月２０日 

【実施機関】 岩手県総合政策部調査統計課 

【目 的】 県民の生活や行動に関し、その実態や質的変化を把握し、政策評価及び今後

の施策の企画・立案に活用する。 

【調査の構成】 １－県民生活基本調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－県民生活基本調査 調査票 

【調査対象】 （地域）岩手県全域 （単位）個人 （属性）岩手県内に居住する２０歳

以上の男女個人 （抽出枠）市町村の選挙人名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，０００／１，１００，５１０ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の１月現在 

（系統）岩手県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）調査実施年の１月中旬～２月上旬 

【調査事項】 １．日帰り観光への参加状況、２．地域の商店街の利用状況、３．県内産

農林水産物の利用状況、４．健康に留意した生活の状況、５．かかりつけ医

の保有状況、６．地域一体となった子育ての状況、７．隣近所との付き合い

の状況、、８．災害への対応状況、９．防犯への対応状況、１０．交通安全

への対応状況、１１．食品表示の確認状況、１２．市民活動への参加状況、

１３．家事労働の状況、１４．生涯学習への取組状況、１５．伝統芸能への

参加状況、１６．地球温暖化防止への対応状況、１７．ごみの減量化への対

応状況、１８．公共交通機関の利用状況、１９．インターネットの利用状況
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【調査名】 広島県母子家庭等自立支援施策の需要調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１１月２７日 

【実施機関】 広島県健康福祉局総務管理部こども家庭課 

【目 的】 広島県内の母子世帯、父子世帯、寡婦世帯の生活状況や就労状況等を把握し、

支援施策の需要について検討し、自立支援計画策定の基礎とする。 

【調査の構成】 １－広島県母子家庭等自立支援施策の需要調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－広島県母子家庭等自立支援施策の需要調査 調査票 

【調査対象】 （地域）広島市及び福山市を除く広島県内全域 （単位）世帯 （属性）

母子世帯、父子世帯及び寡婦世帯 （抽出枠）母子世帯：児童扶養手当受給

資格者名簿、父子世帯：住民基本台帳、寡婦世帯：財団法人母子寡婦福祉連

合会会員名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０５０ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の１１月１日現在 （系統）広島

県－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施年の１１月１８日～１２月２日 

【調査事項】 家庭の状況、養育費の取り決め状況、住宅の状況、就労の状況、家計の状

況、子供の教育等の状況、生活の状況、福祉施策の利用の状況 
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